
　　

分
限
処
分
と
は
、
疾
病
等
に
よ
り
職
員
が

そ
の
職
責
を
十
分
に
果
た
す
こ
と
が
で
き
な

い
場
合
に
、
公
務
能
率
を
維
持
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
、
そ
の
職
員
に
対
し
て
行
う
不

利
益
処
分
（
降
任
・
免
職
・
休
職
）
を
い

い
、
28
年
度
中
の
処
分
者
数
は
休
職
に
よ
る

33
人
で
す
。

　

懲
戒
処
分
と
は
、
公
務
員
と
し
て
ふ
さ
わ

し
く
な
い
非
違
行
為
を
行
っ
た
職
員
に
対

し
、
公
務
秩
序
を
維
持
し
、
そ
の
職
員
の
責

任
を
問
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
行
う
制
裁
措

置
（
戒
告
・
減
給
・
停
職
・
免
職
）
を
い

い
、
28
年
度
中
の
処
分
件
数
は
戒
告
4
件
、

減
給
9
件
、
停
職
0
件
、
免
職
1
件
で
す
。

　

職
員
の
能
力
お
よ
び
業
績
を
把
握
し
た
う

え
で
行
う
人
事
評
価
を
導
入
し
て
お
り
、
そ

の
評
価
結
果
を
勤
勉
手
当
お
よ
び
昇
給
に
反

映
し
て
い
る
ほ
か
、
昇
任
、
人
事
異
動
、
人

材
育
成
な
ど
に
活
用
し
て
い
ま
す
。

　

長
期
的
人
材
育
成
の
観
点
か
ら
、
自
己
啓

発
や
職
場
内
研
修
と
の
連
携
を
図
り
な
が

ら
、
意
欲
の
引
き
出
し
と
能
力
開
発
・
向
上

に
重
点
を
置
い
た
研
修
事
業
を
行
っ
て
い
ま

す
。
28
年
度
は
、
新
規
採
用
職
員
研
修
な
ど

を
行
い
、
延
べ
6
2
9
9
人
が
受
講
し
ま
し

た
。

　

職
員
の
健
康
の
保
持
増
進
を
目
的
に
、
職

場
安
全
衛
生
委
員
会
を
設
置
し
て
、
職
場
に

お
け
る
健
康
安
全
管
理
の
指
導
・
啓
発
を
行

う
と
と
も
に
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
を
は

じ
め
、
生
活
習
慣
病
予
防
に
関
す
る
保
健
指

導
や
喫
煙
対
策
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
職
員
の
相
互
扶
助
や
健
康
増
進
を

図
る
た
め
職
員
厚
生
会
を
設
立
し
、
各
種
事

業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
厚
生
会
の
事
業
は
、
職
員
が

負
担
す
る
掛
け
金
と
事
業
主
で
あ
る
市
が
負

担
す
る
交
付
金
を
主
な
財
源
と
し
て
実
施
し

て
い
ま
す
。

　

職
員
の
給
与
は
、
基
本
給
と
し
て
の
給
料

と
扶
養
手
当
や
通
勤
手
当
な
ど
の
一
定
の
条

件
に
あ
て
は
ま
る
場
合
に
支
給
さ
れ
る
諸
手

当
か
ら
な
り
、
市
議
会
の
議
決
を
経
て
条
例

で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

初
任
給
と
経
験
年
数
別
平
均
給
料
月
額
の

状
況
は
表
3
、
平
均
給
与
月
額
の
状
況
は
表

4
、
給
料
に
各
種
手
当
を
合
わ
せ
た
職
員
給

与
費
の
状
況
は
表
5
、
諸
手
当
の
内
容
は
給

与
の
概
要
の
と
お
り
で
す
。

　

市
で
は
、
地
方
公
務
員
法
に
基
づ
き
、
人
事
行
政
の
公
平
性
・
透
明
性
の
確
保
の
た
め
、

毎
年
、
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　

詳
し
い
こ
と
は
、
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
（
市
役
所
6
階
）
や
Ｈ
Ｐ
で
ご
覧
に
な
れ
ま
す
。
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職
員
の
任
免
に
は
、
採
用
や
退
職
等
が
あ

り
ま
す
。
28
年
4
月
2
日
か
ら
29
年
4
月
1

日
ま
で
の
採
用
者
数
お
よ
び
28
年
度
中
の
退

職
者
数
は
表
1
の
と
お
り
で
す
。

　

ま
た
、
29
年
5
月
1
日
現
在
の
職
員
数
に

つ
い
て
は
、
表
2
の
と
お
り
で
す
。

　

職
員
の
勤
務
時
間
（
一
般
的
な
例
）
は
始

業
時
刻
が
午
前
8
時
45
分
、
休
憩
時
間
が
正

午
〜
午
後
1
時
、
終
業
時
刻
が
午
後
5
時
半

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

休
暇
に
は
有
給
休
暇
（
年
次
休
暇
・
病
気

療
養
休
暇
・
特
別
休
暇
）
と
無
給
休
暇
（
介

護
休
暇
）
が
あ
り
ま
す
。

　　

分
限
処
分
と
は
、
疾
病
等
に
よ
り
職
員
が

そ
の
職
責
を
十
分
に
果
た
す
こ
と
が
で
き
な

い
場
合
に
、
公
務
能
率
を
維
持
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
、
そ
の
職
員
に
対
し
て
行
う
不

利
益
処
分
（
降
任
・
免
職
・
休
職
）
を
い

い
、
28
年
度
中
の
処
分
者
数
は
休
職
に
よ
る

33
人
で
す
。

　

懲
戒
処
分
と
は
、
公
務
員
と
し
て
ふ
さ
わ

し
く
な
い
非
違
行
為
を
行
っ
た
職
員
に
対

し
、
公
務
秩
序
を
維
持
し
、
そ
の
職
員
の
責

任
を
問
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
行
う
制
裁
措

置
（
戒
告
・
減
給
・
停
職
・
免
職
）
を
い

い
、
28
年
度
中
の
処
分
件
数
は
戒
告
4
件
、

減
給
9
件
、
停
職
0
件
、
免
職
1
件
で
す
。

　

職
員
の
能
力
お
よ
び
業
績
を
把
握
し
た
う

え
で
行
う
人
事
評
価
を
導
入
し
て
お
り
、
そ

の
評
価
結
果
を
勤
勉
手
当
お
よ
び
昇
給
に
反

映
し
て
い
る
ほ
か
、
昇
任
、
人
事
異
動
、
人

材
育
成
な
ど
に
活
用
し
て
い
ま
す
。

　

長
期
的
人
材
育
成
の
観
点
か
ら
、
自
己
啓

発
や
職
場
内
研
修
と
の
連
携
を
図
り
な
が

ら
、
意
欲
の
引
き
出
し
と
能
力
開
発
・
向
上

に
重
点
を
置
い
た
研
修
事
業
を
行
っ
て
い
ま

す
。
28
年
度
は
、
新
規
採
用
職
員
研
修
な
ど

を
行
い
、
延
べ
6
2
9
9
人
が
受
講
し
ま
し

た
。

　

職
員
の
健
康
の
保
持
増
進
を
目
的
に
、
職

場
安
全
衛
生
委
員
会
を
設
置
し
て
、
職
場
に

お
け
る
健
康
安
全
管
理
の
指
導
・
啓
発
を
行

う
と
と
も
に
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
を
は

じ
め
、
生
活
習
慣
病
予
防
に
関
す
る
保
健
指

導
や
喫
煙
対
策
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
職
員
の
相
互
扶
助
や
健
康
増
進
を

図
る
た
め
職
員
厚
生
会
を
設
立
し
、
各
種
事

業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
厚
生
会
の
事
業
は
、
職
員
が

負
担
す
る
掛
け
金
と
事
業
主
で
あ
る
市
が
負

担
す
る
交
付
金
を
主
な
財
源
と
し
て
実
施
し

て
い
ま
す
。

　

職
員
の
給
与
は
、
基
本
給
と
し
て
の
給
料

と
扶
養
手
当
や
通
勤
手
当
な
ど
の
一
定
の
条

件
に
あ
て
は
ま
る
場
合
に
支
給
さ
れ
る
諸
手

当
か
ら
な
り
、
市
議
会
の
議
決
を
経
て
条
例

で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

初
任
給
と
経
験
年
数
別
平
均
給
料
月
額
の

状
況
は
表
3
、
平
均
給
与
月
額
の
状
況
は
表

4
、
給
料
に
各
種
手
当
を
合
わ
せ
た
職
員
給

与
費
の
状
況
は
表
5
、
諸
手
当
の
内
容
は
給

与
の
概
要
の
と
お
り
で
す
。

任
免
お
よ
び
職
員
数

人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表

勤
務
時
間
そ
の
他
の
条
件

分
限
処
分
お
よ
び
懲
戒
処
分

給
与
の
状
況

人
事
評
価

研

　
　修

福
利
厚
生
制
度

※（）内の数は、再任用職員で外数
※退職者数は、定年退職・定年外退職の合計

職　　種

一般事務・技術職
技 能 労 務 職
医 療 職
消 防 士
電 車 乗 務 員
教 員
合 計 （46人） （33人）

表1　採用者・退職者数の内訳
採用者数

（H28.4.2～H29.4.1）
退職者数

（H28.4.1～H29.3.31）

（16人）
（18人）
（ 8人）
（ 2人）
（ 0人）
（ 2人）

（15人）
（ 8人）
（ 5人）
（ 5人）
（ 0人）
（ 0人）

※職員数には、病気休職職員および育児休業職員を含む。
※定数内（一般部局～消防）には、再任用職員（フルタイム勤務）を含む。
※定数外派遣等は、公立はこだて未来大学への派遣等です。
●障害者雇用率（29.6.1現在）　2.35％（法定雇用率2.30％）

区　　　　分
一 般 部 局
議 会 事 務 局
教 育 委 員 会
選挙管理委員会
監 査 事 務 局
農 業 委 員 会
企 業 局

病 院 局
消 防
定 数 内（計）
定 数 外 派 遣 等
再任用職員（短時間勤務）
定数内＋定数外派遣等＋
再任用職員（短時間勤務）

表2　職員数
人　数区　　　　　分
988人
385人
3,319人
21人
46人

3,386人

人　数
1,351人
14人
322人
8人
8人
1人

242人

（H29.5.1現在）

（注）①経験年数とは、新卒採用の場合は採用後の年数をいい、その他の場合は前
　職（民間企業等）の期間を加算した年数をいいます。②再任用職員を除きます。
　※該当職員が 3 人以下のため近似階層職員を含めた額を記載しています。

区　　　　分

一 般
行政職

大学卒
高校卒

表3　初任給と経験年数別平均給料月額の状況
経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年初任給

178,200円
146,100円

254,278円
※213,680円

306,211円
257,733円

353,294円
307,033円

（H29.4.1現在）

（注）①平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、通勤手当、
　時間外勤務手当等の諸手当の額を合計したものです。②再任用職員を除きます。

区　　　　分
一 般 行 政 職

表4　平均給与月額の状況
平均給料月額 平均給与月額平均年齢

42.8歳 318,450円 369,725円

（H29.4.1現在）

163人 201人

66人
0人
72人
17人
2人
6人

61人
21人
94人
16人
0人
9人

6 平成29年9月［市政はこだて］
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分
限
処
分
と
は
、
疾
病
等
に
よ
り
職
員
が

そ
の
職
責
を
十
分
に
果
た
す
こ
と
が
で
き
な

い
場
合
に
、
公
務
能
率
を
維
持
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
、
そ
の
職
員
に
対
し
て
行
う
不

利
益
処
分
（
降
任
・
免
職
・
休
職
）
を
い

い
、
28
年
度
中
の
処
分
者
数
は
休
職
に
よ
る

33
人
で
す
。

　

懲
戒
処
分
と
は
、
公
務
員
と
し
て
ふ
さ
わ

し
く
な
い
非
違
行
為
を
行
っ
た
職
員
に
対

し
、
公
務
秩
序
を
維
持
し
、
そ
の
職
員
の
責

任
を
問
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
行
う
制
裁
措

置
（
戒
告
・
減
給
・
停
職
・
免
職
）
を
い

い
、
28
年
度
中
の
処
分
件
数
は
戒
告
4
件
、

減
給
9
件
、
停
職
0
件
、
免
職
1
件
で
す
。

　

職
員
の
能
力
お
よ
び
業
績
を
把
握
し
た
う

え
で
行
う
人
事
評
価
を
導
入
し
て
お
り
、
そ

の
評
価
結
果
を
勤
勉
手
当
お
よ
び
昇
給
に
反

映
し
て
い
る
ほ
か
、
昇
任
、
人
事
異
動
、
人

材
育
成
な
ど
に
活
用
し
て
い
ま
す
。

　

長
期
的
人
材
育
成
の
観
点
か
ら
、
自
己
啓

発
や
職
場
内
研
修
と
の
連
携
を
図
り
な
が

ら
、
意
欲
の
引
き
出
し
と
能
力
開
発
・
向
上

に
重
点
を
置
い
た
研
修
事
業
を
行
っ
て
い
ま

す
。
28
年
度
は
、
新
規
採
用
職
員
研
修
な
ど

を
行
い
、
延
べ
6
2
9
9
人
が
受
講
し
ま
し

た
。

　

職
員
の
健
康
の
保
持
増
進
を
目
的
に
、
職

場
安
全
衛
生
委
員
会
を
設
置
し
て
、
職
場
に

お
け
る
健
康
安
全
管
理
の
指
導
・
啓
発
を
行

う
と
と
も
に
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
を
は

じ
め
、
生
活
習
慣
病
予
防
に
関
す
る
保
健
指

導
や
喫
煙
対
策
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
職
員
の
相
互
扶
助
や
健
康
増
進
を

図
る
た
め
職
員
厚
生
会
を
設
立
し
、
各
種
事

業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
厚
生
会
の
事
業
は
、
職
員
が

負
担
す
る
掛
け
金
と
事
業
主
で
あ
る
市
が
負

担
す
る
交
付
金
を
主
な
財
源
と
し
て
実
施
し

て
い
ま
す
。

　

職
員
の
給
与
は
、
基
本
給
と
し
て
の
給
料

と
扶
養
手
当
や
通
勤
手
当
な
ど
の
一
定
の
条

件
に
あ
て
は
ま
る
場
合
に
支
給
さ
れ
る
諸
手

当
か
ら
な
り
、
市
議
会
の
議
決
を
経
て
条
例

で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

初
任
給
と
経
験
年
数
別
平
均
給
料
月
額
の

状
況
は
表
3
、
平
均
給
与
月
額
の
状
況
は
表

4
、
給
料
に
各
種
手
当
を
合
わ
せ
た
職
員
給

与
費
の
状
況
は
表
5
、
諸
手
当
の
内
容
は
給

与
の
概
要
の
と
お
り
で
す
。

職
務
の
級
お
よ
び
職
制
上
の

段
階
ご
と
の
職
員
数
の
公
表

　（H29一般会計当初予算）

　　

市
長
等
の
特
別
職
の
給
料
や
市
議
会
議
員

の
報
酬
は
、
市
内
各
界
の
代
表
者
等
で
構
成

さ
れ
る
特
別
職
報
酬
等
審
議
会
の
答
申
を
受

け
、
市
議
会
の
議
決
を
経
て
条
例
で
定
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

　

特
別
職
の
報
酬
等
の
状
況
は
表
6
の
と
お

り
で
す
。

　　

市
で
は
、
地
方
公
務
員
法
に
基
づ
き
、
職

務
の
級
お
よ
び
職
制
上
の
段
階
ご
と
の
職
員

数
を
公
表
し
ま
す
。
行
政
職
給
料
表
適
用
職

員
以
外
の
職
員
な
ど
、
詳
し
い
内
容
は
Ｈ
Ｐ

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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特
別
職
の
報
酬
等

※割合は小数点第 2 位を四捨五入

職務の級

行政職給料表の職務の級区分による職員数等

職員数・割合 職制上の段階級別基準職務表に規定
する基準となる職務
主事・技師の職務
主任主事・主任技師の職務
主任の職務
主査・係長の職務
課長補佐の職務
課長の職務
部次長の職務
部長の職務

439人　23.0％
443人　23.2％　　 
335人　17.5％
483人　25.3％　　
    9人　0.5％　　 
147人　7.7％　　 
  27人　1.4％　　 　　　
  26人　1.4％　　 
 1,909人

係員級

主査・係長級
課長補佐級
課長級
部次長級
部長級

合　　計

1 級
2 級
3 級
4 級
5 級
6 級
7 級
8 級

（注）職員給与費には退職手当、共済費などの使用者負担分、特別職分は含みません。

職員数
（A）
1,968人

162人（46人） 234人（33人）

表5　職員給与費の状況
職員給与費

給　　料
7,572,439千円

期末勤勉手当
2,858,308千円

その他手当
1,519,432千円

計（B）
11,950,179千円

職員一人当たり   
給与年額（B/A）
6,072千円

（H29.4.1現在）

区　分
市　長
副市長
議　長
副議長
議　員

給　料

議員報酬

6月期   2.075月分
12月期　 2.225月分
計　　  4.30月分

職務上の加算措置があります。

1,050,000円
830,000円
　630,000円
560,000円
510,000円

表6　特別職の報酬等の状況
給料・報酬月額 期末手当

（H29.4.1現在）

地域手当（医師、東京・札幌勤務職員のみ）、
単身赴任手当など

そ の 他

給　　料 民間の基本給に相当するもので、職務と責任の度
合いに応じて、給料表に定められています。

毎
月
支
給
さ
れ
る
も
の

一
定
の
時
期
に
支
給
さ
れ
る
も
の

決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の

例
年
支
給
さ
れ
る
も
の

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の

住居手当 借家等
（家賃の額が月12,000円を超えるとき）

家賃に応じた額
（100円～27,000円）

通勤手当

乗用車等利用者

交通機関利用者
（ＪＲ利用者は6カ月毎、市電･
　バス利用者は3カ月毎に支給）

運賃相当額
（1カ月当たり
　限度額55,000円）

通勤距離に
応じた額
（2,000円～31,600円） 

通勤距離が片道２km以上の職員が対象

課　　長 64,000円

課長補佐 57,000円

課長補佐職以上の職員が対象管 理 職
手 　 当 部　　長 88,000円

部 次 長 74,000円

正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給される手当
（28年度職員１人当たり平均支給年額　26万8千円）

時 間 外
勤務手当

宿日直手当、夜間勤務手当などそ の 他

給与の概要

勤
務
実
績
に

応
じ
て
支
給

さ
れ
る
も
の

（注）・職務上の段階による加算措置があります。
（注）・勤勉手当は、職員の勤務成績に応じて支給されています。

期末手当
1.225 月分

（1.025 月分）
1.375 月分

（1.175 月分）
2.600 月分

（2.200 月分）

標準0.850月分
(標準1.050月分)
標準0.850月分
(標準1.050月分)
標準1.700月分
(標準2.100月分)

勤勉手当区　　分

6 月期

12 月期

計

期末・勤勉
手　　　当
（）内は部長・
  部次長

月額　
（注） 扶養親族のある世帯主の場合。

寒 冷 地
手 　 当

11月から翌年３月

(注)１人当たり平均支給額は，28年度に退職した全職種に係る
　職員に支給された平均額です。

退職手当 退職時の給料月額に勤続年数と退職理由に応じて
定められた支給率を乗じて算出されます。

勤　続　年　数

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（２％～45％加算）

１人当たり平均支給額

自己都合退職 応募認定・定年退職

20.445月分

29.145月分

41.325月分

49.59月分

913万1千円

25.55625月分

34.5825月分

49.59月分

49.59月分

2,114万円

20 年

25 年

35 年

最高限度

29
年
度

22,540円

（注）・扶養手当は29年度改正されましたが、経過措置として29年度は
　上記によらず配偶者10,000円、子１人につき8,000円（職員に配偶者の
　ない場合は、そのうち１人については10,000円）、父母等１人につき
　6,500円（職員に配偶者および子のない場合は、そのうち１人につい
　ては9,000円）が支給されます。 
　・ 満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子は5,000円加算。

子１人につき 10,000円

6,500円
　（3,500円）子以外の扶養親族１人につき

扶養手当
（）内は部長

（H29.4.1現在）

7平成29年9月［市政はこだて］

　　

分
限
処
分
と
は
、
疾
病
等
に
よ
り
職
員
が

そ
の
職
責
を
十
分
に
果
た
す
こ
と
が
で
き
な

い
場
合
に
、
公
務
能
率
を
維
持
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
、
そ
の
職
員
に
対
し
て
行
う
不

利
益
処
分
（
降
任
・
免
職
・
休
職
）
を
い

い
、
28
年
度
中
の
処
分
者
数
は
休
職
に
よ
る

33
人
で
す
。

　

懲
戒
処
分
と
は
、
公
務
員
と
し
て
ふ
さ
わ

し
く
な
い
非
違
行
為
を
行
っ
た
職
員
に
対

し
、
公
務
秩
序
を
維
持
し
、
そ
の
職
員
の
責

任
を
問
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
行
う
制
裁
措

置
（
戒
告
・
減
給
・
停
職
・
免
職
）
を
い

い
、
28
年
度
中
の
処
分
件
数
は
戒
告
4
件
、

減
給
9
件
、
停
職
0
件
、
免
職
1
件
で
す
。

　

職
員
の
能
力
お
よ
び
業
績
を
把
握
し
た
う

え
で
行
う
人
事
評
価
を
導
入
し
て
お
り
、
そ

の
評
価
結
果
を
勤
勉
手
当
お
よ
び
昇
給
に
反

映
し
て
い
る
ほ
か
、
昇
任
、
人
事
異
動
、
人

材
育
成
な
ど
に
活
用
し
て
い
ま
す
。

　

長
期
的
人
材
育
成
の
観
点
か
ら
、
自
己
啓

発
や
職
場
内
研
修
と
の
連
携
を
図
り
な
が

ら
、
意
欲
の
引
き
出
し
と
能
力
開
発
・
向
上

に
重
点
を
置
い
た
研
修
事
業
を
行
っ
て
い
ま

す
。
28
年
度
は
、
新
規
採
用
職
員
研
修
な
ど

を
行
い
、
延
べ
6
2
9
9
人
が
受
講
し
ま
し

た
。

　

職
員
の
健
康
の
保
持
増
進
を
目
的
に
、
職

場
安
全
衛
生
委
員
会
を
設
置
し
て
、
職
場
に

お
け
る
健
康
安
全
管
理
の
指
導
・
啓
発
を
行

う
と
と
も
に
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
を
は

じ
め
、
生
活
習
慣
病
予
防
に
関
す
る
保
健
指

導
や
喫
煙
対
策
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
職
員
の
相
互
扶
助
や
健
康
増
進
を

図
る
た
め
職
員
厚
生
会
を
設
立
し
、
各
種
事

業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
厚
生
会
の
事
業
は
、
職
員
が

負
担
す
る
掛
け
金
と
事
業
主
で
あ
る
市
が
負

担
す
る
交
付
金
を
主
な
財
源
と
し
て
実
施
し

て
い
ま
す
。

　

職
員
の
給
与
は
、
基
本
給
と
し
て
の
給
料

と
扶
養
手
当
や
通
勤
手
当
な
ど
の
一
定
の
条

件
に
あ
て
は
ま
る
場
合
に
支
給
さ
れ
る
諸
手

当
か
ら
な
り
、
市
議
会
の
議
決
を
経
て
条
例

で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

初
任
給
と
経
験
年
数
別
平
均
給
料
月
額
の

状
況
は
表
3
、
平
均
給
与
月
額
の
状
況
は
表

4
、
給
料
に
各
種
手
当
を
合
わ
せ
た
職
員
給

与
費
の
状
況
は
表
5
、
諸
手
当
の
内
容
は
給

与
の
概
要
の
と
お
り
で
す
。
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